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社会保険労務士照井郁夫

１ 年金制度(入口は一階建のようで、中は迷路、出口では二階建(屋上小屋)もあり、三階建もある）

国民年金

公的年金制度 厚生年金

被用者年金 地方公務員等共済組合法

共済年金 国家公務員共済組合法

私立学校教職員共済組合法

国民年金、厚生年金、共済年金に夫々加入歴

基金 職域加算のある場合の 歳からの年金受給の概略図65

（ ～ 歳は基礎年金の繰上げ支給、60 65

厚生年金 共済年金厚生年金、共済年金の特別支給がある ）。

基礎年金

２ 年金制度の歴史(軍人・文官の恩給から始まり、分離・統合の歴史と一元化への道のり）

恩給法 恩給対象①文官②教職員③警察監獄職員④待遇職員(神社等)⑤旧軍人

年加入(軍人 年戦地加算等）普通恩給、傷病恩給、扶助料17 12

昭和３４ 国家公務員共済組合法 現職者を共済へ移行 恩給期間の財源(追加費用)

既退職者は恩給法適用

平成１ 被用者年金制度間の費用負担の調整に関する特別措置法

公的年金制度の一元化が行われる平成７年までの間の当面の措置(平成９年廃止)

平成８ 「公的年金制度の再編成の推進について」閣議決定

平成９ ＪＲ、ＪＴ、ＮＴＴ共済の厚生年金への統合

平成１４ 農林漁業団体職員共済の厚生年金への統合

３ 官民格差(共済年金制度の優遇を支える追加費用)

（ ） 、 、 、年金扶養比率 厚年3.17 国共1.81 地共2.16 が厳しいのに 厚生年金には無い 職域加算

転給などができる理由(地方公務員共済では掛金率まで低い)

４ 議員年金(特権 廃止＝共済年金への統合)

(国民年金)

受給要件 １０年以上在職 (２５年)

遺族年金 年金額の１／２ (１８歳未満の子がいるのみ)

国庫負担 ２／３ (１/３)

返 還 ３年以上で８割返還 (なし)
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資料１ 年金制度年表

明治 ８ 海軍退隠令

９ 陸軍恩給令

１７ 官吏恩給令

大正１１ 健康保険法制定

１２ 恩給法

昭和 ２ 健康保険法施行

１４ 船員保険法（療養給付、傷病手当、養老年金、廃失年金ほか）

１７ 労働者年金保険法（養老年金、廃失年金、遺族年金ほか。10人以上、男性、55歳支給開始）

１９ 労働者年金保険法改正（厚生年金保険法に改称。5人以上、女性も）

昭和２３ 旧国家公務員共済組合法(恩給法の適用を受けない｢雇庸人｣）

２９ 私立学校教職員共済組合法（厚生年金からの分離独立）

・ 新厚生年金保険法（老齢年金、定額部分＋報酬比例部分、男性60歳支給開始へ）

３０ 市町村職員共済組合法

３１ 公共企業対等共済組合法（国家公務員共済組合法からの分離独立）

３３ 国会議員互助年金法

３４ 農林漁業団体職員共済組合法（厚生年金からの分離独立）

・ 新国家公務員共済組合法（公務員恩給を統合。共済年金制度）

３６ 国民年金法（３５ 無拠出制福祉年金、３６.４拠出制）

地方議会議員互助年金法

３７ 地方公務員等共済組合法（地方議会議員互助年金を統合）

４０ 厚生年金法改正（在職年金、最低保証、厚生年金基金制度ほか）

４１ 厚生年金基金認可開始 86基金

４６ 農業者年金基金法

４８ 厚生年金法改正（グリーンピア、年金住宅融資ほか）

６０ 国民年金法等改正（船員保険の厚生年金への統合、基礎年金制度、3号被保険者、障害基礎

、 、 ）年金改善 女性支給開始年齢引上げ ５人未満法人事業所強制適用ほか

平成 １ 国民年金法等改正（20歳以上学生の強制加入、国民年金基金ほか）

被用者年金制度間の費用負担の調整に関する特別措置法

６ 国民年金法等改正（定額部分支給開始年齢の引き上げ、特別保険料、育児休業保険料免除、

雇用保険と厚生老齢年金の支給調整ほか）

８ 「公的年金制度の再編成の推進について」閣議決定

９ 基礎年金番号による業務開始

ＪＲ、ＪＴ、ＮＴＴ共済の厚生年金への統合

１２ 国民年金法等改正（総報酬制導入、国民年金半額免除、学生特例納付制度、報酬比例部分支

給開始年齢の引き上げ、厚生年金７０歳までの適用ほか）

１４ 農林漁業団体職員共済の厚生年金への統合

１６ 国民年金法等改正
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資料２ 負担と給付の概略図

①国民年金

国民年金保険料 老齢基礎年金

月額13,580円 年額794,500円

基礎年金国庫負担(１/３）

②厚生年金

老齢厚生年金

厚生年金保険料

142.88／1000 労使折半

（労使折半） 老齢基礎年金

基礎年金国庫負担(１/３）

③厚生年金基金

事務費掛金 加算部分掛金 加算年金（退職一時金）加算

上乗掛金 事業主負担 （上乗部分）

免除率 基金掛金 基本年金標準掛金

代行部分 労使折半 （代行部分）

142.88

厚生年金保険料 労使折半 老齢基礎年金

基礎年金国庫負担(１/３）

④共済年金

追加費用

国庫負担(２兆円) 職域加算

共済年金掛金（労使折半）

共済年金

（国）146.38／1000 労使折半

（地）137.38／1000 老齢基礎年金

基礎年金国庫負担(１/３）

厚生年金基金 ピーク時（ｈ８） 基金 万人 （ｈ ） 基金 万人* 1,883 1,200 15 1,357 835


